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４．概要 

 漁業育成就労協議会組織運営要領第４条第４号の規定により、水産庁長官に代わり、水産業体

質強化推進室長の主催により開催。議事次第に基づき、事務局より協議会決定事項（案）等に係

る資料の説明があり、質疑応答の後了承された。 

 

【議題１】育成就労外国人の待遇について 

事務局より、「育成就労における漁業区分に係る監理型育成就労外国人の待遇について講じる措

置等」（資料１－１）、「育成就労における養殖業区分に係る監理型育成就労外国人の待遇について

講じる措置等」（資料１－２）について趣旨を説明し了承された。 

（趣旨説明） 

・農林水産省告示第 575 号第２条で定める育成就労外国人の待遇の基準に基づき、育成就労実施

者及び監理支援機関が講じる措置等について、協議会決定事項として定める。 

・漁業区分では、労働組合との労働協約締結をもって待遇を確保し、養殖業区分では、地域監理

委員会の監理下で育成就労外国人の待遇を確保する仕組みとする。 

（質疑応答） 

●資料１－１第１条第２項について、技能実習では研修生という認識であるが、育成就労では労

働者であることから、監理支援機関（漁協）が各経営者（漁業者）の労働条件について一任され

ていないのに労働協約を結ぶことは問題になるのではないか。育成就労制度が技能実習制度の延

長として一定は理解するが、今後を考えると整理をしておかなければ漁協としても足枷になるの

ではないかと思う。そして、（技能実習では、）経営者（漁業者）が直接、労働組合と労働協約を結

んでいるところもあると思うが、（育成就労では、）それらを一新して（監理支援機関である）漁

協が労働組合と労働協約を結びなおすということなのか。 

→技能実習法施行以降は、水産庁のホームページ掲載の農林水産省告示のとおり実習実施者と直

接労働協約を結ぶことは無く、監理団体が労働組合と労働協約を締結している。 

→監理支援機関は育成実施者に対して円滑に育成就労が行われるような支援及び監督の義務があ

るため、記載について問題は無い認識。 

→漁船漁業技能実習の監理団体である漁協は、船員法漁船技能実習生の受入れにあたり、船員職

業紹介の許可を取得してあっせん業務を行うこととなっている。つまりは、監理団体が一次受け

入れ機関となり二次受け入れ機関（船主）に配属をさせる責任があり、その中でインドネシアに

て面接をする際に監理団体の責任で募集をかけるところ、監理団体が待遇について責任を持てな

いと説明が出来なくなることから、監理団体（漁協）は、事前に（船主と）協議を行った上で労働

協約の締結を一任されており、記載について問題は無い認識。→承知。 

 

 

【議題２】２号構成員が講じる指導体制について 

事務局より、漁業育成就労協議会２号構成員の責務と指導体制（資料２）について趣旨を説明

し了承された。 

（趣旨説明） 



・２号構成員の責務と１号構成員等に対する指導及び助言を行うための体制について定める。 

・責務遂行のための体制整備については、別紙「外国人育成就労制度の適正な運用の確保に関す

るモデル規則」を基に団体ごとの規則を作成する。 

（質疑応答） 

特になし。 

 

 

【議題３】その他 

１） 漁業分野における行動規範及びキャリアプラン（追加修正） 

事務局より、前回の協議会にて了承された「育成就労外国人の円滑かつ適正な受入れの実現に

向けた行動規範」及び「【漁業分野】育成・キャリア形成プログラム」について修正する旨を説明

（資料３－１、資料３－２）。 

当該修正について、特段質疑なく了承。 

 

２） その他 

・漁業区分での漁協以外の団体及び養殖業での監理支援機関要件については、協議会手続きが整

っていないことから、受け付けをしておらず、手続きについて関係者と調整しながら早急に検討。 

 

以上 


